練習問題(高橋宏司出題)
第一問

甲国に工房を有するバイオリンの名工Yは、Zから依頼を受けてZの所有する高級バイオリンを修理した。修理代金を請求したところZが支払わないので、Yは当該バイオリンを工房に保管していた。その後，Yは工房を甲国から乙国に移転し、それに伴い、当該バイオリンも同じく所在地を移した。すると、甲国でいつしか結んだ売買契約により、Zから当該バイオリンの所有権を譲り受けたと主張するXが現れ、Yに対してその引渡しを請求した。

甲国法上、他人の物の占有者は、その物に関して生じた債権の弁済を受けるまでその物を留置する権利が物権として認められているのに対し、乙国法上は、そのような権利は、債権上の権利として債務者に対してしか主張できない。バイオリンの所有権は、甲国法上は売買契約上の意思表示のみにより移転するが、乙国法上は現実の引渡がなければ移転しない。また、本件のような高級バイオリンの所有権は、甲国法上は甲国国立音楽院に登録をしなければ第三者に対抗できないが、乙国法上は登録しなくとも第三者に対抗できる。

YはXの引渡請求を拒むことができるか。関連する諸問題につき、適切に場合分けをしながら準拠法を決定しつつ、論ぜよ。

第二問(一部変更)
　乙国人女Yは、甲国人男Xとの婚姻後150日目に子Wを出産した。その１年半後、XはWが自分の子ではないと考えて嫡出否認の訴えを提起した。Xの求めた嫡出否認の訴えは適法か、嫡出推定が認められるかと併せて、準拠法を検討しながら論ぜよ。甲国・乙国のいずれも日本ではなく、甲国法・乙国法について以下のことが確認されている。

甲国法によると、婚姻から200日以後に出生した子は夫の嫡出子と推定される。乙国法によると、婚姻から100日以後に出生した子は夫の嫡出子と推定される。

嫡出否認の訴えは、子の出生から数えて、甲国法によると2年以内に提起しなければならず、乙国法によると1年以内に提起しなければならない。

甲国と乙国は、ともに、日本の「法の適用に関する通則法」と同じ国際私法規則を有している。
第三問
甲国人男Xと乙国人女Ｙはともに日本に在住する外国人である。Xは19歳、Yは17歳である。Xは甲国人女Aと婚姻していたが、Yとの姦通を理由に離婚した。Yは乙国人男Bとの離婚後4カ月が経過している。XとYが婚姻した場合、婚姻の方式には問題がないものとして、その婚姻は日本において有効と扱われるかを論ぜよ。その際、「法の適用に関する通則法」第24条１項の適用方法について、(1)婚姻障害を一方要件と双方要件とに国際私法の次元で区別する説、(2) 婚姻障害を一方要件と双方要件とに準拠実質法に基づいて区別する説、(3)一方要件と双方要件の区別を否定する説に従って、それぞれ論ぜよ。なお、甲国法・乙国法については、以下の点が確認されているものとする。

甲国と乙国の国際私法は、ともに、婚姻の実質的成立要件は各当事者の本国法によると定めている。

甲国民法a条は、婚姻する男女は共に18歳にならなければその婚姻は無効であると定め、乙国民法a条は、男は20歳に、女は16歳にならなければ婚姻は無効であると定めている。男女の一方のみが自国民である場合、乙国民法a条は自国民の年齢要件についてのみ適用があることが同国の判例法上確立しているが、この場合の甲国民法a条の適用方法は、同国では、まだこれが問題となった判例もなく、明らかになっていない。

乙国民法b条は、姦通を理由として離婚した者が姦通の相手方とする婚姻は無効であると定めているが、甲国にはそのような法律はない。

甲国民法c条は、女が再婚する場合、前婚解消後6カ月が経過していなければその婚姻は無効であると定めているが、乙国民法c条は、女が再婚する場合、前婚解消後3カ月が経過していなければその婚姻は無効であると定めている。甲国民法c条は、女性が自国民のときだけ適用されるということが同国の判例法によって確立しており、乙国民法c条は、男性が自国民であるときも、女性が自国民であるときも、何れにも適用されるということが同国の判例法によって確立している。


第四問

第三問の結論を踏まえて、「法の適用に関する通則法」第24条１項の適用方法について、いずれの説を採るのがよいか理由を付けて論ぜよ。
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